様式第３号
団体情報
1． 団体概要
	団体名称
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月日（和暦）
	

	法人格の有無
	法人格の有無　　□法人格なし
□取得済み（□NPO法人　□その他（　　　　）　　　　　年取得）
□申請中　（□NPO法人　□その他（　　　　）　　　　　年取得）

	団体住所
	（□事務所　□代表者自宅　□その他　）〒
　

	団体連絡先
	TEL　   　　　　　　FAX　

	
	E-mail：　

	団体ホームページ
	ＵＲＬ：　

	団体SNSｱｶｳﾝﾄ
	Facebook：　　　　Twitter：　　　　　Instagram：
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	連絡担当者職・氏名
	

	担当者住所
	（団体と同じ場合は“同上”）　〒
　

	担当者連絡先
	（団体と同じ場合は“同上”）
TEL　　　　　　　　　　　FAX　

	
	E-mail：　

	活動地域
	　市町村・県内・国内・海外・その他（　　　　　　　　　　）

	活動分野（主たる活動→番号を■で塗りつぶしてください。その他関係のある活動→番号を○で囲んでください。）

	1
	保健，医療又は福祉
	2
	社会教育
	3
	まちづくり

	4
	観光
	5
	農山漁村振興
	6
	学術，文化，芸術又はスポーツ

	7
	環境
	8
	災害救援
	9
	地域安全活動

	10
	人権擁護又は平和
	11
	国際協力
	12
	男女共同参画社会

	13
	子どもの健全育成
	14
	情報化社会
	15
	科学技術

	16
	経済活動
	17
	職業能力又は雇用機会
	18
	消費者保護

	19
	連絡・助言・援助
	

	受益対象（主たる対象→番号を■で塗りつぶしてください。その他関係のある対象→番号を○で囲んでください。）

	1
	子ども
	2
	青少年
	3
	ジェンダー

	4
	障害者
	5
	高齢者
	6
	外国人

	7
	自然・動物
	8
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


2．団体の活動等
	団体の今後の活動・方向性など

	

	団体のアピールポイント

	

	他団体との連携状況等
	その他NPOとの協働実績

	
	

	
	企業・団体との協働，支援の実績

	
	

	
	行政との協働，行政からの支援の実績

	
	

	
	地元との連携状況等

	
	



3．団体の組織
	申請時点のスタッフ数

	有給・フルタイム　　　　　　　　　　人
有給・パートタイム　　　　　　　　　人
無給・フルタイム　　　　　　　　　　人
無給・パートタイム　　　　　　　　　人
スタッフ総計（　　　　　　　　人）

	その他ボランティア数

	イベント時などの臨時ボランティア　　　人
その他　　　　　　　　　　　　　　　　人

	その他諮問機関など（例　○○事業運営委員会　○人など）

	

	会員種別（正会員　○人　準会員　○人など）

	



4．財政状況
（１）収入構成（単位:円）（※直近３か年度分）
	
	令和　年度決算
	令和　年度決算
	令和　年度決算

	収入総額
	
	
	

	内訳　会費
	
	
	

	寄付金
	
	
	

	公的補助金
	
	
	

	民間助成金
	
	
	

	事業収入
	
	
	

	その他収入
	
	
	




（２）支出構成（単位:円）（※直近３か年度分）
	
	令和　年度決算
	令和　年度決算
	[bookmark: _GoBack]令和　年度決算

	支出総額
	
	
	

	内訳　事業費
	
	
	

	管理費
	
	
	





貸借対照表（直近1年度分）
（令和　　　　年度）
	科目・摘要
	金額（単位:円）

	Ⅰ　資産の部
　１　流動資産流動資産とは､短期間（1年以内）で現金化されるものをいいます。
例:現金，預金，売掛金，商品，前払費用，短期貸付金，未収入金など




流動資産合計
	

	　２　固定資産固定資産とは､長期間（1年超）にわたって利用又は所有されるものをいいます。
例:建物，機械装置，車両運搬具，工具器具備品，土地など




固定資産合計
	

	資産合計（A）
	

	Ⅱ　負債の部
　１　流動負債流動負債とは，短期間（1年以内）に支払い又は返済するものをいいます。例:支払手形，買掛金，短期借入金，未払金，未払費用など




流動負債合計
	

	　２　固定負債固定負債とは，支払時期，返済期間が1年を超えるものをいいます。
例:長期借入金，長期未払金など




固定負債合計
	

	負債合計（B）
	

	Ⅲ　正味財産の部
　　前期繰越正味財産（ｃ’）
　　当期正味財産増加額（減少額）（ｃ”）
	

	　正味財産合計（C=ｃ’＋ｃ”）
	

	　負債及び正味財産合計（D）
（A）＝(B)＋（C）＝（D）
	


· １　既存の貸借対照表がある場合は，そちらの添付に代えることができます。
· ２　設立後３年度を経過しない団体は，直近１年度又は２年度分を作成願います。
· ３　設立後１年度を経過しない団体は，申請年月日時点で作成願います。
